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社会貢献・寄附等への意識



●日頃、社会の一員として、何か社会のために役立ちたいと思っているか、それとも、あまりそのようなこ

とは考えていないかを聞いたところ、2014年の調査では、「思っている」と答えた者の割合が65.3％、

「あまり考えていない」と答えた者の割合が32.4％となっている。

社会への貢献意識①
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Ｑ 日頃、社会の一員として、何か社会のために役立ちたいと思っているか。
（％）

（年）
（備考）内閣府 平成25年度 「社会意識に関する世論調査」により作成。



●日頃、社会の一員として、何か社会のために役立ちたいと「思っている」と答えた者（4,042人）に、どの

分野で役に立ちたいか聞いたところ、「社会福祉に関する活動（老人や障害者などに対する介護、身

の回りの世話、給食、保育など）」を挙げた者の割合が37.6％と最も高い。

社会への貢献意識②

4
（備考）内閣府 平成25年度 「社会意識に関する世論調査」により作成。

0 5 10 15 20 25 30 35 40

社会福祉に関する活動（老人や障害者などに対する介護、身の回りの世話、給食、保育など）

町内会などの地域活動（お祝い事や不幸などの手伝い、町内会や自治会などの役員、防犯や防火活動など）

自然・環境保護に関する活動（環境美化、リサイクル活動、牛乳パックの回収など）

自主防災活動や災害援助活動

自分の職業を通して

家事や子どもの養育を通して

体育・スポーツ・文化に関する活動（スポーツ・レクリエーション指導、祭り、学校でのクラブ活動における指導など）

交通安全に関する活動（子どもの登下校時の安全監視など）

募金活動，チャリティーバザー

保健・医療・衛生に関する活動（病院ボランティアなど）

人々の学習活動に関する指導等の活動（料理、英語、書道など）

公共施設での活動（公民館における託児、博物館の展示説明員など）

国際交流（協力）に関する活動（通訳、難民援助、技術援助、留学生援助など）

青少年健全育成に関する活動（ボーイスカウト・ガールスカウト活動、子ども会など）

その他

わからない

（％）



●社会のニーズや課題に対して、市民の自主的な取組みが大切であると考える人が９割を超え、社会
貢献や課題解決への期待を示している。
●ＮＰＯ法人に期待する役割としては人と人との新しいつながりを作ることと答えた人が最も多い。

Ｑ．社会のニーズや課題に対して、市民自らが自主的に集まって取り組むことは大切だと思いますか。

55.9%  35.7% 

3.8% 3.0%

1.6%

そう思う（小計） 91.6％ そう思わない（小計） 4.6％

そう思う どちらかといえば
そう思う

そう思わないどちらかといえば
そう思わない

わからない

市民の自主的な取組・ＮＰＯ法人に期待する役割

Ｑ．ＮＰＯ法人に対してどのような役割を期待していますか。（複数回答）

ＮＰＯ法人に期待する役割

37.3 %

31.3 %

28.0 %

27.4 %

20.6 %

24.7 %

人と人との新しいつながりを作る

市民の自立や自主性を高める

やりがいや能力を発揮する機会の提供

個々の事情に応じたきめ細かい対応

安価で効率的なサービスの提供

その他
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市民の自主的な取り組みへの意識

（備考）内閣府 平成25年度 「ＮＰＯ法人に関する世論調査」により作成。



●ＮＰＯ法人に寄附したいと思う割合は23％であり、寄附したくない理由として、寄附した後の効果が見

えにくいことや、経済的な余裕がないことを挙げる人が多い。

●ＮＰＯ法人に寄附をする際に重視する点としては、目的や活動内容が共感できることや、寄附金が有
効に使ってもらえることを挙げる人が多い。

Ｑ．ＮＰＯ法人が行う活動に対して寄附をしたいと思いますか。

ＮＰＯ法人に対する寄附意向

23.2% 14.5% 62.4%

思う わからない 思わない

Ｑ．なぜＮＰＯ法人が行う活動に対して寄附をしたいと思わない
のですか。 （複数回答）

ＮＰＯ法人に寄附をしたいと思わない理由

69.0 %
47.7 %

36.3 %
26.4 %

18.6 %
18.4 %
17.7 %
16.7 %

13.8 %
12.1 %

4.8 %
2.9 %

目的や活動内容が共感できる

寄付金が有効に使ってもらえる

活動の成果をあげている

信頼できる役員やスタッフがいる

積極的に情報発信（呼びかけ）している

経営基盤がしっかりしている

寄附方法がわかりやすい

認定ＮＰＯ法人である（※）

一般によく知られている

知り合いが活動している

多くの人たちが寄附をしている

その他

Ｑ．どのような点を重視して、寄附先を選びますか。（複数回答）

ＮＰＯ法人に寄附をする際に重視する点

（※）税の優遇措置が受けられる

ＮＰＯ法人に対する寄附意識

37.0 %

35.8 %

24.4 %

21.4 %

14.4 %

12.8 %

4.0 %

8.7 %

寄附をした後の効果が見えにくい

経済的に余裕がない

関心がない

信頼できる法人、団体がない

寄附をする機会がない

寄附をすることが理解できない

手続きが面倒

その他

6（備考）内閣府 平成25年度 「ＮＰＯ法人に関する世論調査」により作成。
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ＮＰＯ法人に対する寄附の件数と金額

●個人からの寄附、法人からの寄附の双方において、寄附件数、寄附金額ともに、認定・仮認定を受けて
いない法人に比べ、認定・仮認定法人の方が多い。

【個人寄附】

法人数
件数

金額（単位：
万円）

中央
値

平均
値

中央
値

平均
値

全体 12,411 0 60 0 114

認定・仮認定を受
けていない法人

12,124 0 28 0 34

認定・仮認定法
人

287 60 1,448 76 3,518

59.6

60.6

15.4

8.2

8.4

2.0

4.0

4.1

2.0

3.0

3.0

1.7

3.3

3.3

4.4

5.0

5.1

3.8

5.1

5.1

7.2

5.0

4.8

10.6

2.7

2.5

11.3

4.0

3.1

41.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=12,873)

認定・仮認定を

受けていない法人

(n=12,580)

認定・仮認定法人

(n=293)

【個人寄附件数】

0件 1件 2件 3件 4～5件 6～10件 11～20件 21～50件 51～100件 101件以上

【法人寄附】

法人数
件数

金額（単位：
万円）

中央
値

平均値
中央
値

平均
値

全体 12,127 0 3 0 52

認定・仮認定を受
けていない法人

11,847 0 1 0 34

認定・仮認定法
人

280 3 62 20 784

80.6

81.8

32.3

8.4

8.3

10.0

3.2

3.1

4.1

1.7

1.6

4.5

1.7

1.6

6.2

1.7

1.4

12.0

1.4

1.1

14.4

0.8

0.6

6.2

0.3

0.2

3.1

0.3

0.2

7.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=12,675)

認定・仮認定を

受けていない法人

(n=12,384)

認定・仮認定法人

(n=291)

【法人寄附件数】

0件 1件 2件 3件 4～5件 6～10件 11～20件 21～50件 51～100件 101件以上

（備考）内閣府 平成25年度 「特定非営利活動法人に関する実態調査」により作成。
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寄附経験・寄附方法

●約８割が金銭による寄附をしたことがある。
●寄附方法としては、募金活動に対する寄附や銀行等での振込み・口座引落としが多い。

【寄附経験の有無】(n=3,056)(複数回答）

76.1

20.1

1.2

21.4

0 % 20 % 40 % 60 % 80 %

金銭による寄附を

したことがある

現物等による寄附を

したことがある

その他の方法による寄附を

したことがある

寄附をしたことがない

【寄附方法】(n=2,316)(複数回答）

※対象：寄附経験の有無の問で「寄附をしたことがある」と回答した人

47.0

44.4

24.6

14.9

11.5

10.9

9.8

7.0

9.5

0 % 10 % 20 % 30 % 40 % 50 %

設置されている募金箱

街頭募金

銀行等での振込み・口座引落とし

直接手渡し

現物寄附（品物の郵送等）

寄附付商品の購入

マッチングギフト(※１）

クレジットカード等の利用（ポイント

の利用含む）

その他

※１ 「マッチングギフト」とは、企業や団体などが社会貢献のために寄附や義捐金を募る
際、寄せられた金額に対して企業側が金額の上乗せを行い、寄附金額を増やした上で
同じ寄附対象に寄附をするという取り組み。

（備考）内閣府 平成25年度 「市民の社会貢献に関する実態調査」により作成。



寄附理由・寄附の妨げとなる要因

●寄附をした相手は、赤い羽根共同募金・日本赤十字社が過半数を占める。
●社会の役に立ちたくて寄附をする人が多い一方、自分が支援したい団体等に対する寄附は少ない。
●情報不足や信頼度の低さが寄附の妨げになっている。

51.8

28.0

14.1

12.6

11.1

10.9

5.2

9.6

0 % 10 % 20 % 30 % 40 % 50 % 60 %

赤い羽根共同募金・日本赤十字社

町内会・自治会

どこに寄附したかわからない

上記(※１）以外の非営利法人

都道府県・市町村

ＮＰＯ法人

政治団体、宗教法人

その他

※１ ここでの上記とは、「町内会・自治会」「ＮＰＯ法人」「政治団体、宗教法人」「赤い羽根共同募金・日本赤十字社」を指す。

【寄附をした相手】(n=2,228)(複数回答） ※対象：寄附経験の有無の問で「寄附をしたことがある」と回答した人

【寄附理由】(n=2,293)(複数回答） 【寄附の妨げとなる要因】(n=2,898)(複数回答）

65.4

32.0

17.8

10.2

7.2

3.7

3.5

5.8

0 % 20 % 40 % 60 % 80 %

社会の役に立ちたいと思ったから

町内会・自治会の活動の一環として

職場の取組の一環として

自分が支援したい団体・ＮＰＯ等だったから

自分や家族が関係している活動への支援

知人や同僚などからの勧め

自分が抱えている社会問題の解決に必要だから

その他

42.0

35.2

28.0

27.2

9.9

5.2

0 % 20 % 40 % 60 %

寄附を行う先（団体等）の、

十分な情報がない

寄附先の団体等に対する不信感

があり、信頼度に欠ける

特に妨げとなることはない

寄附をしても、役に立っていると

思えない

寄附の手続がわかりにくい

その他

9
（備考）内閣府 平成25年度 「市民の社会貢献に関する実態調査」により作成。
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【ボランティア活動に対する関心の有無】 (n=3,044) 【ボランティア活動経験の有無】 (n=3,044)

関心がある

（東日本大震災

発生前から関

心があった）

39.4 %

関心がある

（東日本大震災

発生後、関心を

持つように

なった）

18.9 %

あまり関心がな

い 36.3 %

まったく関心が

ない 3.9 %

その他 1.6 %

合計
58.3%

したことがある

（東日本大震災

発生前からして

いた）

31.7 %

したことがない

65.0 %

したことがある
（東日本大震災発生
後、するようになった）

3.4％

合計
35.0%

●ボランティア活動に対して、58.3％が関心がある。
●ボランティア活動をしたことがある人は、35.0％である。

ボランティアに関する意識①

（備考）内閣府 平成25年度 「市民の社会貢献に関する実態調査」により作成。
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●活動を通じて自己啓発や自らの成長につながる、困っている人を支援したい、職業人や住民として
の責務を果たすため、と考えて活動に参加する人の割合が高い。
●時間、経済的な理由がボランティア活動への参加の妨げになっている。

【参加理由】 (n=1.028)（複数回答） 【参加の妨げとなる要因】(n=3,003)(複数回答）

43.1

41.1

35.9

17.0

14.5

4.6

2.6

7.3

0 % 10 % 20 % 30 % 40 % 50 %

活動を通じて

自己啓発や自らの成長に

つながると考えるため

困っている人を支援したい

という気持ち

職業人や住民としての

責務を果たすため

自分や家族が関係している

活動への支援

知人や同僚等からの勧め

自分が抱えている

社会問題の解決に

必要だから

社会的に

評価されるため

その他

51.5

30.5

23.5

23.5

13.8

12.4

4.9

4.6

8.3

0 % 10 % 20 % 30 % 40 % 50 % 60 %

活動に参加する時間がない

活動に参加する際の

経費（交通費等）があり、

経済的負担が大きい

活動に参加するために、

休暇取得等を行う必要がある

ボランティア活動を行いたいが、

十分な情報がない

特に妨げとなることはない

ボランティアを受け入れる

団体・ＮＰＯ等に対する

不信感があり、信頼度に欠ける

活動を行う際の保険が不十分

活動に参加しても、

実際に役に立っていると

思えない

その他

ボランティアに関する意識②

（備考）内閣府 平成25年度 「市民の社会貢献に関する実態調査」により作成。



12

●国・地方自治体等へは、ボランティア活動に関する情報提供、マッチングの支援、ボランティア休暇制
度等の普及を行うことの要望が多い。

【国・地方自治体等への要望】 (n=3,002)(複数回答）

41.3

36.5

31.8

24.9

18.1

17.2

17.0

2.7

0 % 5 % 10 % 15 % 20 % 25 % 30 % 35 % 40 % 45 %

ボランティアを受け入れる団体・ＮＰＯ等に関する

情報提供や情報発信を充実すべき

ボランティア活動を行いたい人と、受け入れる人

を

結びつける人（団体等）を養成・支援すべき

ボランティア活動のための休暇・休職制度の

普及を行うべき

ボランティア活動の学習機会を充実すべき

特になし

ボランティアを受け入れる団体・ＮＰＯ等に対する

経済的な支援を行うべき

ボランティア保険への加入推進等、

事故への対応を整備すべき

その他

ボランティアに関する国・地方自治体等への要望

（備考）内閣府 平成25年度 「市民の社会貢献に関する実態調査」により作成。
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寄附等の実態



日本における個人寄附額の推移

個人寄附 6,931

個人寄附 5,182

個人寄附 4,874

個人寄附 5,455

個人寄附（震災関係）5,000

個人会費 3,227 

個人会費 3,190 

個人会費 2,362 

個人会費 3,756

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000

2012

2011

2010

2009

（億円）

（年）

●2012年の個人寄附総額は、6,931億円と推計。2011年は、通常の個人寄附と東日本大震災発生に伴

う震災寄附を加えると、個人寄附総額は約１兆円。

（備考）1．日本ファンドレイジング協会『寄付白書2013』により作成。
2．本協会が2013年３月に行ったインターネット調査（全国寄付実態調査。満20～79歳の男女を対象、標本数10,180、回収率69.2％）と、
共同募金及び日本赤十字社への寄附実績額等を用いて推計。
3．本推計値には、宗教関係寄附、教育関係寄附、政治献金を含む。

14



個人寄附額の分野別割合について

●2012年の個人寄附総額6,931億円の内訳をみると、宗教関連寄附が33.0％と最も大きい。

次に、緊急災害支援、国際協力（それぞれ9.6％）と続き、これら上位３分野で全体の過半数を超えて

いる。

（備考）日本ファンドレイジング協会『寄付白書2013』により作成。

宗教

33.0%

緊急災害支援

9.6%

国際協力

9.6%

教育

研究 8.5%
国・都道府県・市町村

6.0%

自治体・町内会など

5.6%

共同募金会・日本赤十字

4.7%

社会貢献活動の中間支援

3.9%

政治献金 3.8%

子ども・青少年育成 3.1%

芸術文化・スポーツ 2.2%

保健・医療・福祉 1.9%

自然・環境保全 1.4%

その他

6.8%

【個人寄附総額 6,931億円】
・宗教関連 2,287億円（33.0％）
・緊急災害支援 665億円（9.6％）
・国際協力 665億円（9.6％）
・教育・研究 587億円（8.5％）

・
・
・

15



●個人寄附額（世帯ベース）は、阪神・淡路大震災（1995年）及び東日本大震災（2011年）のあった年に

は増加した一方で、それ以外の年は、年間約3,000円程度で推移している。

（円）

（年）

（備考）1．総務省「家計調査」により作成。二人以上の世帯を対象。
2．1999年までは農林漁家世帯を除く。2000年以降とは接続しない。

個人寄附額（世帯ベース）の推移
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寄附（金銭）

寄附をした 寄附をしなかった 合計

ボランティア

ボランティアをした
26.2% 10.4% 36.6%

18,814円 17.9時間 9.2時間 15.5時間

ボランティアを
しなかった

20.5% 42.9% 63.4%

11,161円

合計
46.7% 53.5%

15,457円

（備考）1．日本ファンドレイジング協会『寄付白書2013』により作成。
2．本協会が2013年３月に行ったインターネット調査（全国寄付実態調査。満20～79歳の男女を対象、標本数10,180、回収率69.2％）等を
用いて推計。
3．上段は活動者率、下段左側は平均寄附支出額、下段右側は平均ボランティア活動時間。

寄附とボランティア活動の関係

●『寄付白書2013』によると、2012年に、金銭による寄附とボランティア活動のいずれも行った人は、全

体の26.2％で、平均寄附金額は18,814円。また、全体をみると、寄附を行った人は全体の46.7％で、平

均寄附金額は15,457円。
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世界寄附指数ランキングについて

（備考）1．Charities Aid Foundation（CAF）“WORLD GIVING INDEX 2012”により作成。
2．ＣＡＦと調査会社であるギャロップ社が世界160か国の15歳以上を対象に調査し、146か国、155,000人以上から回答を得たもの。『過去１か月の間に、
「団体に金銭による寄附をしたことがあるか」「団体でボランティア活動をしたことがあるか」「支援を必要としている見知らぬ人を助けたことがあるか」』
について電話または対面での調査を実施し、「したことがある」と回答した人の割合をランキングしたもの（総合は３項目の単純平均）。

●世界寄附指数（World Giving Index）の総合値を見ると、2012年の日本は146か国中85位（2011年は105

位）。うち、金銭による寄附については、日本は40位。

総合指数 寄附 ボランティア 援助

1オーストラリア 1アイルランド 1トルクメニスタン 1リベリア

2アイルランド 2オーストラリア 2リベリア 2オマーン

3カナダ 3オランダ 3ウズベキスタン 3カタール

4ニュージーランド 4英国 4タジキスタン 3シエラレオネ

5米国 5インドネシア 5フィリピン 3米国

6オランダ 5タイ 6スリランカ 6イラン

7インドネシア 7デンマーク 7カナダ 7レソト

8英国 8マルタ 7パラグアイ 7ザンビア

9パラグアイ 8ニュージーランド 7米国 9ニュージーランド

10デンマーク 10カナダ 10インドネシア 10オーストラリア

11リベリア 10香港 11ニュージーランド 10カナダ

12イラン 12カンボジア 12オーストラリア 10スーダン

13トルクメニスタン 13米国 13スロベニア 13アイルランド

14カタール 14キプロス 14モーリシャス 13ウガンダ

15スリランカ 14ルクセンブルク 15ドミニカ共和国 15コロンビア

16トリニダード・トバコ 14スウェーデン 15アイルランド 16ジャマイカ

17フィンランド 17オーストリア 15オランダ 16ケニア

17フィリピン 17カタール 18アンゴラ 18カメルーン

19香港 19イスラエル 19ガーナ 19ドミニカ共和国

19オマーン 19モーリシャス 19ジャマイカ 19ソマリランド

19モンゴル 19トリニダード・トバコ

85日本 40日本 53日本 138日本
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米国・英国の寄附について

●日本に比べて、米国・英国の個人寄附総額は大きい。

●寄附額の分野別割合を見ると、米国・英国ともに宗教関係が最も多い（日本についても同様）。

（備考）1．日本は日本ファンドレイジング協会『寄付白書2013』、米国はGiving USA Foundation“Giving USA 2013”、英国はCharities Aid Foundation（ＣＡＦ）
“ＵK Giving 2012”により作成。

2．寄附額の分野別割合については、米国は、寄附の受け手側（団体等）を分野別で見たもので、法人寄附も含む（個人寄附との合計は3,162億ドル）。
英国は、個人寄附のみを対象とする（調査は、2011年６月～12年２月にかけて実施）。

国名 個人寄附総額

日本（2012年） 6,931億円

米国（2012年） 18兆2,433億円（2,289億ドル）

英国（2011/12年） 1兆1,597億円（93億ポンド）

宗教
32%

教育
13%

福祉事業
13%

財団
10%

健康
9%

公共社会の利

益
7%

国際支援
6%

芸術・文化
5%

環境・動物愛護
3%

その他
2%

宗教
17%

医学研究
15%

ホスピ

ス・病院
15%子ども

11%

国際支援
10%

動物愛護
5%

障害者
4%

教育
4%

その他
19%

米国の寄附額の分野別割合（2012年） 英国の寄附額の分野別寄附（2011/12年）
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項 目 内 容

寄附付き商品 消費者が商品等を購入するごとに、企業等が一定の割合でその売上の一部を寄附。

ポイント還元による寄附
利用者が各種カード等のポイント等の交換メニューの一つとして寄附を選択することで、
企業等が金銭換算して寄附。

クリック募金、
フェイスブック寄附

ウェブサイト内の既定の箇所（フェイスブックの「いいね！」ボタン等）のクリック数に応じて、
スポンサー企業が寄附。

ツイッター募金 ツイッターの専用投稿フォームからのツイート数に応じて、募金を行う企業が寄附。

「もったいない」寄附
書き損じハガキや切手、使用途中又は未使用のプリペイドカード、本、衣類などを寄附。
（寄贈された団体は、これらを交換・換金。）

給与天引きによる寄附
希望する社員が、給与から一定額を天引きで寄附。
会社からも上乗せして寄附する例もあり。

支援者が集める寄附
（「Just Giving」方式）

支援者（チャレンジャー）が何かにチャレンジする姿を情報発信することで、支援したい団体
への寄附を呼びかけ、寄附者（サポーター）がチャレンジャーのウェブサイトから寄附。

クラウドファンディング
インターネット経由で、事業の目的や計画、目標金額などを提示し、不特定多数の人に寄附
を呼びかけ、必要額が集まった時点で事業を実行。

遺贈 自分の死後、遺言等により指定した先に資産が譲渡されるように計画して、寄附。

相続寄附 自らが相続した財産から寄附。

新しい寄附の手法について

（備考）日本ファンドレイジング協会『寄付白書2013』により作成。

●新たな情報通信技術やツールの普及によって、様々な新しい寄附の事例が現れており、「ポイント還

元による寄附」、「クリック募金」などの認知度は高まっていると言われている。
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（参考）各種制度など
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認定ＮＰＯ法人等への寄附に伴う税制優遇措置

●認定ＮＰＯ法人等へ寄附した個人、法人に対しては税制上の優遇措置が認められている。

【所得税】
認定NPO法人等へ寄附した個人は、①又は②を選択することが可能。
①所得控除
課税所得から、（寄附金額－2,000円）の額が控除。
（※）寄附金額は、所得金額の40％相当額が限度。所得税率は、課税所得に応じて５～40％。

②税額控除
税額から、（寄附金額－2,000円）×40％の額が控除。
（※）寄附金額は、所得金額の40％相当額が限度。税額控除額は、所得税額の25％が限度。

【相続税】 ※仮認定NPO法人は対象外
個人が相続又は遺贈により取得した財産を認定NPO法人に寄附した場合、その寄附した財産の

価格は相続税の課税対象から除外。

【法人税】
認定NPO法人等へ寄附をした法人には、所得金額や資本金等の額から算出される特別損金算入
限度額が適用される。

個人からの寄附

法人からの寄附



●「ふるさと納税」は、任意の自治体（都道府県及び市区町村）に寄附をすることで、寄附金
のうち2,000円を超える部分について、所得税や住所地に納める個人住民税から、一定の限度
額まで控除される制度。
●平成20年度税制改正により、個人住民税の寄附金税制が大幅に拡充（※）される形で導入。
（※）寄附金控除の適用下限額を10万円から5千円に引下げ（H23年度からは2千円）、所得控除から税額控除に変更。

【ふるさと納税の寄附金控除の手続き】

寄附者Ｘさん
（Ｂ市在住）

寄附先 Ａ市 住所地 Ｂ市

税務署

確定申告書 領収書添付

寄附した年の翌年度の
住民税から税額控除

寄
附

領
収
書

寄附した年の所得税から所得控除

確
定
申
告
書(

写
し)

申告

※確定申告書の提出により、住民税の
申告書が出されたものとみなされる。

①
③’

③

②

④’

④

※住民税の寄附金税額控除だけを適用する場合には、
簡素な申告書を市区町村へ提出することで可。

※寄附した年の翌年１月１日現在の住所地

ふるさと納税の概要と寄附金控除の手続き

（備考）総務省ホームページより作成。 23



（備考）総務省ホームページより作成。

（参考）ふるさと納税による控除額の計算方法
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